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平成１５年度において実績評価方式により評価しようとする総務省の政策等について 
 
 

総務省では、平成１４年度に実施している当省の政策について平成１５年度に実績評価を行うこととしています。 
今回、実績評価の対象政策及び当該政策の達成目標等について下表のとおり定めました。評価は、目標の達成状況を客観的な指標等によって測定

することを中心に政策に係る現状及び課題等を分析する方法により行うものですが、目標の達成状況を的確に測定できる指標がないものについては、

参考となる指標（指標欄において○を付したもの）の状況を示すことにより当該政策に係る現状や課題等を明らかにして、国民への説明責任を果た

していきます。 
 
項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
ア－１ 国の行政組織

等の減量・効率化 
 

社会経済情勢の変化に対応した、簡素

にして効率的な行政体制の実現 
機構・定員について、メリハリの

あるスリムな機構や定員を実現 

・機構の新設・改廃、定員の配置・

増減、独立行政法人及び特殊法

人の新設等の審査 
 

・15 年度機構・定員等の審
査結果 
 「国の行政組織等の減量、

効率化等に関する基本的

計画」記載事項の措置状

況、定員削減計画の実施

状況、定員の純減数 等

定量的指標を含む。 

平成 18 年度を中心
に、各年度の評価にお

いて適宜総括 
 

ア 行政改革大

綱等に沿った行

政改革の推進・行

政管理の実施 
 
 
 
 

 ア－２ 行政改革大綱

等に基づく行政改革の

推進 

社会経済情勢の変化に対応した適正

かつ合理的な行政の実現 
・行政改革大綱の記載内容の実施

の推進、調整 
・行政改革大綱のフォロー

アップの実施とその結果 
平成 18年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
 ア－３ 適切な設立許

可・指導監督等による

公益法人行政の推進 

所管官庁が行う公益法人の設立許可

及び指導監督の統一性、整合性の確保

・公益法人の設立許可及び指導監

督の統一性、整合性を確保する

ための調整の実施 

・公益法人概況調査等の各種調査

の実施 

・「公益法人に関する年次報告」の

作成 

・公益法人の情報公開の推進 

・公益法人行政に従事する職員に

対する研修の実施 

・公益法人の指導監督基準

への適合状況 

・各種申合せの実施状況 

・公益法人データベースの

利用状況 

・公益法人行政に従事する

職員を対象とした研修の

開催状況 

・その他公益法人に対する

指導監督のために新たに

講じた措置 

平成 18 年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括
する時期 

イ 政策評価制

度の推進並びに

行政評価等及び

行政相談の実施 
 
 
 
 

 

イ－１ 政策評価制度

の推進 

 

 

政策評価制度の円滑かつ効果的・

効率的な実施を図るとともに政策

評価の取組を促進し、政策評価の

質の向上を図ること 

・法の円滑な施行の確保、各府省

の実施状況等の的確な把握 

 

 

・政府全体の政策評価の高度化の

推進 

 

 

 

 

 

 

・政策評価に関する統一研修の適

切な実施、研修内容の充実、高

度化の推進 

 

 

 

・政策評価制度に関する共通的、

基礎的な情報の収集、提供等の

推進 

 

・国民に対する政策評価に関する

情報の所在情報の適切な提供、

当該利用者の利便の向上の推進

 

 

 

・国民に対する政策評価制度に関

する周知・広報活動等の実施 

・法及び基本方針を踏まえた

基本計画、実施計画の策

定、公表等の適切な実施状

況 

・各府省連絡会議・担当官会

議の開催実績、各府省の取

組等に関する情報の提供

状況（各府省の取組等の適

切な取りまとめ、各府省連

絡会議等を活用しての情

報共有化推進のための取

組等） 

・受講者の研修の効果の状況

（アンケート等の実施） 

・各府省（受講者）のニーズ

を踏まえた研修内容の改

善状況（アンケート等の実

施） 

・各方面のニーズを踏まえた

情報収集、提供等の実施状

況（ニーズの把握、利用実

績等） 

・クリアリング・ハウス機能

の整備、運用状況（最新情

報提供のための取組実績）

・クリアリング・ハウス機能

の周知を含めた広報活動

等の実績 

・政策評価の総合窓口の利用

実績（アクセス件数等） 

平成１７年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括

する時期 

各府省の政策について、評価法に

基づき必要な政策評価を実施し、

各府省の政策の見直し・改善の推

進を図ること 
 

・評価専担組織としての政策の評

価の実施 
 
 
 

・前年度に受け取った、勧告

等に対する関係府省のその

後の見直し・改善措置状況 
 

イ－２ 評価専担組織

として行う政策の評価

の実施 
 

行政の透明性を高め、政策に対す

る国民の理解を深めること 
・上記政策評価の評価書等の公表 ・政策評価の評価書等に対す

るアクセス件数 

平成１７年度 

イ－３ 行政評価・監

視の実施 
 
 

各行政機関の業務の実施状況につ

いて、必要な行政評価・監視（政

策評価を除く。）を行うことによ

り、行政運営の改善を図ること 

・行政評価・監視の実施 ・前年度に受け取った、勧告

等に対する関係府省のその

後の見直し・改善措置状況 
 

平成１８年度 

 

イ－４ 行政相談の実

施 
 
 

国の行政に関する苦情を広く受け

付け、必要なあっせんを行い、そ

の適切な解決の促進を図るととも

に、これを行政の制度及び運営の

改善に反映させること 

・苦情の受付 
・必要な苦情あっせんの実施 
 
・行政相談委員意見の関係行政機

関への参考通知 

・苦情あっせん等による解決

状況 
 
・行政相談委員意見が反映さ

れた行政運営の改善状況 

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
ウ－１ 公務における

多様な人材の確保と活

用 

職員の能力開発・啓発 ・啓発に係る機会の提供 
（啓発事業の実施） 

・啓発事業の実施状況 
・受講者に対するアンケート調

査の結果 
 
 
 

人事交流による幅広い人材の確

保の推進 
・人事交流（官民間、府省間、国・地

方間）の推進 
各種交流の推進に関する制度、方針

等の推進 
各種交流状況調査の実施・公表 
人材情報データベースの整備及び

各府省に対する活用の促進 

・各種交流の推進に関する制度

の各府省における運用状況 
・人材情報データベースの整

備・運用状況 
・各府省における人材情報デー

タベースの利用状況 

平成１８年度 
 

ウ－２ 国家公務員の

高齢対策と再就職の適

正化 
 
 

高齢者雇用の推進 ・再任用制度の推進等高齢国家公務員

の雇用の推進 
国家公務員高齢者雇用推進に関す

る方針の推進 

・国家公務員高齢者雇用推進に

関する方針の推進状況 
 

ウ 適正な人事

管理の推進 
 
 
 
 

 

 
 
 

退職後の生活設計等に対する支

援の充実 
・退職後の生活設計等に必要な知識や

情報、相互啓発の機会等の提供 
（退職準備プログラム等の促進） 

・各府省の担当者に対する講習

会の開催状況 
・各府省における退職準備プロ

グラム等の導入状況（各府省

における対象職員に対する

説明会の実施状況等） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

再就職の公正性・透明性の確保 ・国家公務員の適正な退職管理、再就
職ルールの確立 
人材バンクの本格導入に向けた検

討 
再就職状況の公表 

・人材バンクの円滑な導入に向

けての、人材情報及び求人情

報の内容、利用方法等の必要

な見直しの状況 
・再就職状況の公表状況 

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す
る時期 

 ウ－３ 国家公務員給

与の適正な改定 
 

人事院勧告尊重の基本方針の下

での給与の適正な改定 
・人事院勧告を受け、給与を改定 
給与関係閣僚会議の開催、人事院勧

告の取扱方針の決定 
給与法改正法案の作成及び国会提

出 

・人事院勧告の取扱方針の決定 
・給与法改正法の成立 

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 

エ 地方分権の推

進 

エ－１ 地方分権の推進 国・地方の対等協力関係の確立 

「地方にできることは地方に委ねる」

こと 

・権限委譲の推進に向けた取組み 
・市町村合併の推進 
・地方行革の推進 
・ 今後の地方自治制度の在り方の

検討 
・ 地方税財源の充実確保 

○地方分権改革推進会議で

の権限委譲等に関する検

討 
○合併後の市町村数 
○合併協議会等の設置数 
○人口規模別の市町村数 
○行革大綱策定団体数 
○地方制度調査会での新し

い地方制度のあり方等に

関する検討 
○国・地方の財源配分 
○道府県税及び市町村税の

税収の構成比 
○地方分権一括法による課

税自主権の尊重 

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す
る時期 

地方分権の進展に伴う地方公共団体

の効率的かつ適切な行政運営に資す

るため、公務員制度改革大綱（平成１

３年１２月２５日閣議決定）に基づ

き、地方公務員制度を改革 

・地方公務員法改正法案の企画、立

案 
 

○地方公務員法改正案の提

出 

公益法人等派遣法の円滑な施行の推

進 
 

・公益法人等派遣法の運用状況の

把握、助言等 
○公益法人等派遣法に係る

条例制定団体数 

任期付研究員制度の活用の推進 ・任期付研究員法の運用状況の把

握、助言等 
○任期付研究員法に係る条

例制定団体数 

一般任期付採用法の円滑な施行の推

進 
 

・一般任期付採用法の円滑な施行

に向けての助言、情報提供 
○一般任期付職員法に係る

条例制定団体数 

新たな再任用制度の円滑な運用の推

進 
 

・新たな再任用制度の円滑な運用

に向けた助言、情報提供 

○再任用実施団体数 

地方公務員共済年金制度と国家公務

員共済年金制度の財政単位の一元化 
・地共済と国共済との財政調整方

式、保険料率の一本化方式の検討 
○地共済と国共済との財政

調整方式、保険料率の一本

化方式の検討状況 

オ  地方公務員行
政の推進 

オ－１ 分権時代にふさ
わしい地方公務員制度

の確立 

特殊法人等整理合理化計画（平成１３

年１２月１９日閣議決定）に基づく地

方公務員災害補償基金の組織形態の

見直し 

・地方公務員災害補償法改正法案

の企画、立案 
 
 
 

○地方公務員災害補償法改

正法案の提出 

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す
る時期 

オ－２ 地方公共団体

における定員管理及び

地方公務員給与の適正

化の推進 
  

定員管理の適正化による簡素で効率

的な行政体制の整備及び給与水準、給

与制度及びその運用に問題のある地

方公共団体について適正化の推進 

・定員適正化計画策定の推進 
・定員適正化計画の数値目標や定

員の状況等について積極的な公

表・広報の要請 
・適正な定員管理への助言 
・定員モデル等地方公共団体への

情報提供 
・地方公共団体定員管理調査の実

施 
・給与制度等が不適正な団体に対

する助言等 
・各地方公共団体における職員給

与の状況等の積極的な公表・広報

の要請 
・地方公務員給与実態調査の実施 

○地方公共団体における定

員の状況 
○定員適正化計画の策定の

状況 
○定員や定員適正化計画の

公表の状況 
○給与制度・運用の適正化実

施団体数 
○職員給与の公表団体数 
○ラスパイレス指数 
 

平成１８年度 

地方公共団体における総合的・効果的

な人材育成の推進 
 
 
 

・人材育成基本方針の策定の要請 
・人材育成等アドバイザーの派遣 
・人材育成先進事例等の調査・研

究、各地方公共団体への情報提供 

○各地方公共団体における

人材育成基本方針の策定

状況 
○人材育成アドバイザーの

派遣状況 

 

オ－３ 地方行政を担う
人材の育成・確保 

地方行政における男女共同参画の推

進を図るための女性地方公務員の採

用、登用、職域拡大等 

・各地方公共団体に対し、女性地方

公務員の採用、登用、職域拡大等

に積極的に取り組むよう要請、情

報提供等 
・地方公務員の人事管理における

男女間格差についての現状分析

及び格差の是正に向けた啓発 

○地方公務員採用試験にお

ける女性の割合（受験者、

採用者） 
○地方公務員に占める女性

の割合 

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す
る時期 

カ  地方財源の確
保等 
 

 

カ－１ 地方財源の確保
等 
 
 

地方公共団体の財政運営に支障が生

じないように所要の地方財源の確保

を行うとともに地方交付税の算定を

簡素化すること 

・所要の地方財源を確保するため、

地方財政計画の策定及び地方債

計画の策定等を行うこと 

・地方交付税の算定を簡素化する

こと 

 

○地方財政計画における歳

入歳出額 

○上記歳入見込額に占める

一般財源の割合 

○上記歳入見込額に占める

地方債の割合 

○地方の借入金残高 

○地方財政計画策定のため

に実施した地方財政対策

（財源不足額の発生状況

とその補てん内容） 

○地方債計画における地方

債資金の確保状況 

○地方交付税の算定簡素化

の取組状況 

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務    指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総

括する時期 

キ 時代に

ふさわし

い地方税

体系の構

築 

 

 

 

 

キ－１ 地方分権に資す

る地方税制の構築 

 

税源移譲を含めた地方税源の充実確保 

 

社会経済情勢の変化等に適切に対処した所要 

の税制改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地方税制の企画・立案当局の立

場から、国税を所管する財務省

とともに、広く税制上の課題に

ついて取り組むとともに、税制

調査会の事務局として、その調

査・審議過程において必要な資

料の作成、提出及び説明 

 

・税制調査会の答申等を踏まえ、

所要の税制改正を行うため、関

係法令案を作成 

 

・ホームページ等を用いた情報提

供、各地方公共団体への説明等

の広報の実施 

 

○平成１５年度の税制改正に関する

答申 

○法令改正案 

○平成１５年度地方税制改正（案）

要旨 

○平成１５年度税制改正による事項

別増減収見込額 

○国・地方の財源配分 

○道府県税及び市町村税の税収の構

成比 

○地方税収（地方財政計画ベース）

の推移 

○歳入総額に占める地方税の割合の

推移 

○主要税目の税収の推移 

○国民負担率の内訳の国際比較 

○地方公共団体の社会福祉系統経費

とその財源内訳の推移 

○所得・消費・資産等の税収構成比

の推移 

○個人市町村民税の納税義務者数の

状況 

○個人住民税所得割の納税義務者数

○個人住民税所得割の推移 

○個人住民税・所得税の人的控除等

一覧 

○所得税・個人住民税の実効税率の

国際比較 

○給与収入階級別の所得税・個人住

民税負担額の国際比較 

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務    指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総

括する時期 

    ○所得税・個人住民税の過去の抜本

改革等による負担軽減の推移 

○個人住民税均等割の標準税率の改

正と税収額の推移 

○法人住民税法人税割の税率の推移

○法人事業税の改革の趣旨（欠損法

人の割合・都道府県の歳出と税収）

○法人所得課税の実効税率の国際比

較 

○法人事業税の税率（標準課税）の

推移 

○非課税等特別措置による減収額の

状況 

○付加価値税率（標準税率）の国際

比較 

○固定資産税収等と市町村歳出の推

移 

○固定資産税（宅地）の税額算定の

流れ（イメージ） 

○商業地等の宅地に係る負担水準の

状況 

○地方分権一括法による課税自主権

の尊重 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 

ク－１ 市町村合併の推

進 

 

平成１２年１２月閣議決定の行政改

革大綱による自主的な市町村合併の

積極的な推進により市町村の行財政

基盤を強化 

・地方財政措置の拡充、公共事業の

優先採択・重点投資、合併に際し

ての各種障害除去対策の実施 

・シンポジウムの開催、講師の派遣

などにより、地域住民及び地方公

共団体の合併に対する気運の醸

成 

・総務省のホームページにより、合

併の必要性、メリット、現在の合

併の動きなどの情報の提供 

・合併後の市町村数 

・合併協議会等の設置数 

・人口規模別の市町村数 

平成１７年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク－２ 地方行革の推進

 

 

各地方公共団体において行政改革大

綱を作成し、その内容の実現 

・行政改革大綱の策定の要請 

・行革の実施状況の定期的なフォロ

ーアップ 

・行革大綱策定団体数 

・数値目標設定による行革の

取組状況 

平成１８年度 

 

 

 

ク 地方公共団体

の行政体制の整備

 

 

 

 

ク－３ 地方公共団体の

行政運営における公正

の確保と透明性の向上 

公正な行政手続や情報公開に係る住

民の権利を制度上確保 

・行政手続条例、情報公開条例の制

定に関し、情報提供、助言 

・制定状況の定期的なフォローアッ

プ 

・ 行政手続条例の制定団体

数 

・情報公開条例の制定団体数

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 

ケ－１ 地方公共団体の

地域づくりの支援 

 

地方公共団体において、地域の活性化

に向けた自主的・主体的な地域づくり

につながる基盤整備事業の展開 

・地域の活性化を目指す地方公共団

体の基盤整備事業に対する取り

組みへの支援 

・ 地域活性化事業を行った

地方公共団体数 

 

平成１８年度 

ケ－２ 過疎地域の自立

促進 

 

過疎地域自立促進特別措置法の目的

である過疎地域の自立促進・活性化を

図ること 

・定住促進団地の整備及び交流施

設の整備等に関する補助事業の

企画・実施 
・過疎対策に関する調査業務の企

画・実施、「過疎対策の現況」の

取りまとめ、全国シンポジウムそ

の他の各種会議の開催等による

地方公共団体への情報の提供、啓

発等 

・補助事業により整備した

定住促進団地の整備戸数 
・補助事業により整備した

交流施設の利用者数 
 

平成１８年度 
 

ケ－３ 地方公共団体の

国際化施策の推進 

 

 

地方公共団体における国際交流・国際

協力の積極的な展開 

・地方公共団体の国際化の取組を支

援するため、ＪＥＴプログラム、

自治体職員協力交流事業、自治体

国際協力専門家派遣事業の推進 

・外国青年の招致人数、招致

国数、招致団体数 

・自治体職員協力交流事業

の受入研修員数 

・自治体国際協力専門家派遣

事業の専門家派遣数 

平成１８年度 

 

ケ－４ 地方自治分野に

おける国際交流・国際協

力 

相手国との地方自治分野における交

流・協力関係の強化 

・日韓・日中内政関係者セミナー、

トップ・マネージャーセミナー等

の開催 

・各種セミナーの実施件数、

参加者数 

平成１８年度 

 

ケ 自立した地域

社会の形成 

 

ケ－５ 地方公共団体に

おけるＰＦＩ事業の推

進 

 

 

 

地方公共団体におけるＰＦＩ事業の

円滑な実施 

・地方公共団体におけるＰＦＩ事業

の円滑な実施を支援するため、

（財）地域総合整備財団と連携し

て、地方公共団体のＰＦＩ事業へ

の取組を支援 

・ ＰＦＩ事業に対する地方財政措

置 

・地方公共団体におけるＰＦ

Ｉ事業の実施件数 

・ＰＦＩ事業実施地方公共団

体数 

平成１８年度 

 



 15 
 

項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 

コ－１ 地方公共団体の

公債費負担の適正化 

 

公債費負担適正化計画策定団体が当

該計画に基づき起債制限比率を一定

水準以下に下げること 

・公債費負担適正化計画の対象とさ

れた地方債の利子等の一部に対

する特別交付税措置等 

・公債費負担適正化計画の完

了の割合 

平成１８年度 
 

 

 

コ－２ 辺地に係る財政

上の特別措置の実施 

 

平成１１年度末において７，７０３カ

所ある辺地地域数の減少 
・辺地地域の公共的施設の整備を促

進することにより、辺地とその他

の地域との間における住民の生

活文化水準の著しい格差の是正

を図ること（辺地対策事業債の配

分の実施） 

・辺地地域数 平成１８年度 

 

 

 

 

 

 

コ－３ 土地開発公社の

健全化の推進 

 

 

 

土地開発公社の長期保有土地の解消 ・土地開発公社経営健全化計画の策

定を指導 

・借入金利子の累増を抑制するた

め、地方公共団体による一定の土

地の再取得について支援 

・保有期間５年以上の土地の

簿価総額 

平成１８年度 

 

 

 

コ－４ 地方公営企業の

経営改善 

 

地方公営企業の経営健全化・透明性の

向上の進展 
・中長期的な経営計画の策定及び積

極的な情報提供の要請 
・簡易水道・下水道事業の法適化を

要請し、推進方法等の検討 
 

・中長期的な経営計画策定率 
・積極的な情報提供実施率 
・法適用事業率（簡水、下水） 
 
 

平成１８年度 

 

 

 

 

コ 地方公共団体

等の財政の健全化

 

 

 

 

コ－５ 地方公共団体が

行う第三セクターの経

営改善 

 

 

第三セクターの情報公開、点検評価体

制整備等の進展 

・地方公共団体に経営の点検評価体

制の整備及び情報公開の推進等

の要請 

・取組の実施状況の調査 

・点検評価体制の整備率 

 

・情報公開の実施率 

平成１７年度 

 

 

 

 

 



 16 
 

 
項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 達成時期又は政策の

実績を総括する時期 

サ 高度情報通信ネ

ットワークインフラ

整備の推進 

サ－１ 高速・超高

速ネットワークイ

ンフラ整備 

国民が高速・超高速ネットワークイン

フラを利用出来、低廉かつ多様なサー

ビスの享受 

・高速・超高速ネットワークインフ

ラ整備支援のための制度（超低利

融資、税制優遇、財投等） 

・活用実績 

【内訳】 

・無利子・低利融資の融資

金額 

・財投の融資金額、融資件

数 

 

・事業者数（のべ数） 

【内訳】 

・FTTH 提供事業者数 

・DSL 提供事業者数 

・CATV ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ提供事業者数

・ISP 事業者数 

等 

 

・加入者数（のべ数） 

【内訳】 

・FTTH 加入者数 

・DSL 加入者数 

・CATV ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ加入者数 

 

・集線点光化率 

 

平成１７年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
 サ－２ IPｖ６の

普及促進 

IPｖ６ネットワークへの速やかな移

行を促進することにより、国民の多く

が次世代インターネットプロトコル

によるサービスの享受 

・IPｖ６の普及促進のため、速やか
な移行に向けたロードマップを作

成 
・電気通信基盤充実臨時措置法に基

づく IPv６対応ルーターに対する
税制優遇措置、無利子・低利融資

制度 
・ICANNに対する取組 

・IPv６対応サービス提供事業
者数 

 
・認定件数（事業者数）、対象

設備数、対象設備に係る投資

額 
 

・国際会議等への出席状況 

平成１７年度 

 

 

サ－３ 地域にお

ける情報化の推進 

教育、福祉等の住民サービスの向上、

行政の効率化、情報格差の是正、地域

の活性化 

・教育、福祉等の住民サービスの向

上等のための地域公共ネットワー

クの整備（地域イントラネット基

盤施設整備事業等） 

・実施事業数、連携する地方

公共団体数、アクセス数、接

続施設数 

平成１７年度 

 

  ・地域の活性化等のためのマルチメ

ディア街中にぎわい創出事業 

・実施事業数、展示・研修・

交流施設利用者数 

 

  ・民間（第３セクター等を含む）に

よる情報通信基盤の整備のための

支援（無利子融資等） 

 

・指定地域数、システム稼動

数、事業実施数、利用状況 

 

 

サ－４ 情報通信

による沖縄振興を

通じた沖縄経済の

自立化 

 

 

 

 

情報通信による沖縄振興を通じた沖

縄経済の自立化 

・情報通信ハブ実現の加速化や国内

外の情報通信関連企業の誘致の促

進をめざす沖縄国際情報特区構想

の推進 

・沖縄に進出した情報通信関

連企業数、沖縄に進出した情

報通信関連企業等による雇

用者数 

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
サ－５ 新たな電

波利用システムの

導入 

国民が電波を利用した低廉かつ多様

なサービスの享受 

・新たな電波利用システムの導入の

ための制度整備を含む環境整備 

・ＦＷＡによる情報伝送容量

の総和、制度整備完了時期

（ＶＨＦ、第４世代移動通

信システム、ＩＴＳ、ＡＩ

Ｓ）、無線局数（ＶＨＦ）、

市町村の防災行政無線の情

報伝送容量の総和、新たな

サービスが提供出来ている

自治体数（防災行政無線）、

VICS サービス提供済み都道

府県数（ＩＴＳ）、導入率（Ａ

ＩＳ）、それぞれの事業につ

いて実際に提供された多様

なサービスの態様 

 

平成１８年度 

 

 

 

 

 

 

サ－６ 地上放送

のデジタル化の推

進 

 

 

地上放送のデジタル化への円滑な移

行を推進し、デジタルテレビジョン放

送の早期の普及を図ることにより、国

民が高精細度放送を中心とするデジ

タル技術の特性を生かしたサービス

の享受 

・地上放送のデジタル化に伴うアナ

ログ周波数変更対策業務 

 

・地上デジタル放送施設の整備を支

援するための制度（税制、財投、

無利子・低利融資、債務保証）運

用 

 

・デジタル免許制度整備 

・受信対策進捗率、送信対策

進捗率 

 

・認定事業者数、証明事業者

数、財投、無利子・低利融

資件数、債務保証件数 

 

 

・定性的に評価（成立した制

度の内容等を記述） 

平成１５年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
サ－７ 衛星デジ

タル放送の普及 

 

 

衛星デジタル放送の普及のための環

境整備等を図ることにより、国民がデ

ジタル放送の特性を活かした多彩な

サービスの享受 

・衛星デジタル放送の普及を図るた

めＣＳ放送の設備利用等の規制緩

和を行う電気通信役務利用放送法

の円滑な施行 

・衛星デジタル放送の一層の普及を

図るために必要な施策の検討 

・衛星デジタル放送の実施状況

（番組数及び種類、サービス

の態様）、電気通信役務利用放

送法の登録件数、衛星デジタ

ル放送の加入件数 

・検討会等における検討状況

及び報告 

平成１８年度  

 

 

 

 

サ－８ 国際放送

の推進 

我が国に対する正しい認識を培い、及

び普及すること等によって国際親善

の増進及び外国との経済交流の発展

に資するとともに、在外邦人が国際放

送の効用の享受 

・国際放送において我が国の文化、

産業その他の事情を紹介するた

め、国際放送の実施の命令、放送

番組の外国語改編への支援の実施

 

・放送時間、放送に用いる言

語、放送区域、放送区域別

送信空中線電力、反響、番

組改編本数、番組提供本数、

視聴状況 

平成１８年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

サ－９ ケーブル

テレビの普及・高度

化 

 

ケーブルテレビの普及・高度化を図る

ことにより、国民が多チャンネル放送

サービスや双方向機能を活用した多

様なサービスの享受 

・ケーブルテレビの普及・高度化の

ための制度運用及び支援（税制、

財投、無利子・低利融資等） 

・加入世帯数、幹線の光ファ

イバ化率、デジタル放送の

視聴可能世帯数、ＣＡＴＶ

インターネット接続サービ

ス利用者数 

平成１７年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
シ 電子政府・電

子自治体の推進 

 

 

 

 

 

シ－１ 各府省におけ

る行政情報化の推進 

 

 

行政情報の電子的提供、行政手続

のオンライン化、ペーパーレス化等

を推進し、電子情報を紙情報と同等

に扱う行政を実現することにより、

国民の利便性の向上を図るととも

に、行政運営の簡素化、効率化及び

透明性の向上に資すること。 

・各府省における行政情報の電子

的提供の推進 

 

 

 

 

・各府省における行政手続のオン

ライン化の推進 

 

・各府省における行政事務のペー

パーレス化の推進 

 

 

 

 

・各府省における情報システム関

係業務のアウトソーシングの推

進 

 

・各府省がホームページ等

により提供する行政情報

に一元的にアクセスでき

る「電子政府の総合窓口シ

ステム」の利用件数及び提

供する情報量 

・各府省における行政手続

のオンライン化実施手続

数及び利用件数 

・各府省における行政事務

のペーパーレス化（電子

化）の実施状況 

・霞が関ＷＡＮを利用した

電子メール交換件数及び

電子文書交換件数 

・各府省における情報シス

テム関係業務のアウトソ

ーシングの実施状況 

平成１５年度 

 

 



 21 
 

 
項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
 
 
 
 
 

 

シ－２ 総務省所管

行政の情報化の推進 
 
 

 総務省所管行政に関し、行政情報の

電子的提供、行政手続のオンライン

化、ペーパーレス化等を推進し、電子

情報を紙情報と同等に扱う行政を実

現することにより、国民の利便性の向

上を図るとともに、行政運営の簡素

化、効率化及び透明性の向上に資する

こと 

・行政情報の電子的提供の推進 

 

・行政手続のオンライン化の推進

 

・行政事務のペーパーレス化の推

進 

 

 

・情報システム関係業務のアウト

ソーシングの推進 

・インターネットにより提

供する情報量 
・行政手続のオンライン化

実施手続数及び利用件数 
・行政事務のペーパーレス

化（電子化）の実施状況 
・電子文書管理件数 
・電子文書決裁件数 
・情報システム関係業務の

アウトソーシングの実施

状況 
 

平成１５年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 

 

 

 

 

シ－３ 地方公共団体の

情報化の推進 

 

 

地方公共団体間や地方公共団体と国

との間での迅速で確実な文書交換や

情報の共有化の実現 

行政文書の申請手続き等に係る住民

の利便性の向上 

・総合行政ネットワークの構築の

推進 

・認証基盤の構築の推進 

・地域の情報通信基盤の整備の推

進 

・個人情報の保護に関する施策の

推進 

・地方公共団体における汎用受付

システムの構築の支援 

・総合行政ネットワーク接

続団体数 

・組織認証基盤構築団体数 

・地域公共ネットワーク整

備計画実施率 

・個人情報保護条例制定団

体数 

・汎用受付システム構築団

体数 

平成１５年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 

ス 通信・放送融合

時代に対応したコン

テンツ政策の推進 

 

 

 

 

 

ス－１ ブロード

バンド・コンテンツ

の制作・流通の促進

 

 

ブロードバンド・ネットワーク時代に

対応した新たなコンテンツ流通市場

の形成に向けた環境整備 

・著作権等クリアランスの仕組みの

開発、実証 

・ブロードバンド・コンテンツ流通

技術の開発、実証 

・教育用コンテンツ流通促進プラッ

トフォームの開発、実証 

・実証におけるブロードバン

ド・コンテンツ・サービス

の多様化の状況 

・実証における著作権等の円

滑な取引の確保の状況 

・実証システム等の汎用性 

・ブロードバンド・コンテン

ツ流通データ（制作・流通

市場規模など） 

 

平成１７年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
セ 高度情報通信ネ

ットワークの安全

性・信頼性等の確保

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セ－１ 情報通信

利用の適正化、情報

セキュリティ対策

及び電気通信機器

の安全・信頼性の向

上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民が安心して情報通信ネットワー

クを利用出来る環境整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報通信利用の適正化確保のため

の苦情相談等 

 

 

・特定電子メール法の適正な施行 

 

 

 

 

・情報通信ネットワークにおける安

全・信頼性の向上のための環境整

備（ガイドラインの策定等） 

 

・非常時における多数の事業者間の

連携の強化や重要通信を効果的

に確保するためのシステムの在

り方について検討 

 

・情報通信ネットワークの安全性・

信頼性を向上する設備等の導入を

支援する制度の拡充・延長 

 

・情報通信ネットワークにおける情

報セキュリティ評価手法の標準化

 

 

 

 

 

・苦情相談者の満足度、パン

フレット等による情報提

供、相談件数 

 

・政省令の制定、指定法人の

指定、措置命令の状況、申

出の状況、研究開発等の状

況の公表 

 

・情報セキュリティに関する

緊急対応体制の活用状況等 

 

 

・システムの在り方について、

具体的方向性の確立、公表 

 

 

 

・支援対象となる施設の種類 

・ファイアウォール設置率 

 

 

・ITU 会合等への参加状況、寄

与文書の提出状況等 

・情報通信ネットワークにお

ける情報セキュリティ評価

手法の確立状況 

 

 

平成１７年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す
る時期 

   ・セキュリティの高いプロバイダ等

に関する民間認定事業の開始に

係る支援 

・IP 電話等の通信サービスの品質に

関する評価方法の検討 

・通信端末機器及び特定無線設備の

基準認証制度に関する調査研究 

・電力線搬送設備に使用する周波数

帯の拡大の可否について検討し、

結論を得る 

・認定を受けたプロバイダ数 

 

 

・検討の実施状況 

 

・調査研究の実施状況 

 

・無線業務への影響について

の調査等検討の状況 

 

 

 セ－２ 電波を有

効に、また、安心・

安全に利用するた

めの環境整備（電波

の有効利用の推進

及び電波利用環境

の整備） 

 

電波利用の適正化・効率化を図ること

により電波の有効利用を推進し、安心

で安全な電波利用環境の一層の整備

の推進 

・電波の有効利用推進（周波数逼迫

対策）のための技術試験事務の実

施等 

・遠隔操作による電波監視地域の拡

大 
・不法無線局の取締り 
 
・電波の安全性に関する研究等を推

進し、安全な電波利用環境の整備

のための周知活動等の実施 

・技術試験事務の結果の技術

基準の策定への反映状況 

 
・遠隔操作による電波監視地

域の人口カバー率 
・不法無線局の措置件数、混

信申告の件数 
・パンフレット・ホームペー

ジ等による情報提供件数 
 

平成１８年度 

 セ－３ 電子商取

引の普及発展 

 

 

ネットワーク上で取引を行う際の安

全性・信頼性を確保することにより、

国民が安心して電子商取引を行うこ

とが出来る環境整備 

・電子署名及び認証業務に関する法

律の運用 

・電子商取引の普及発展のための制

度（財投）運用 

・モバイルコンテンツの公平・安全

な利用、提供環境の整備 

・電子商取引の市場規模 

・特定認証業務の認定件数、

普及啓発活動状況 

・融資金額、融資件数  

・モバイルコンテンツ市場規

模関連データ 

平成１７年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す
る時期 

ソ 対象者のレベル

に応じたＩＴ人材の

育成 

 

 

ソ－１ 情報通信

分野の人材育成 

情報通信分野において専門的な知識

及び技能を有する人材を増加させる

ことにより、ＩＴ人的資源大国となる

こと 

・情報通信分野の人材育成のための

人材研修事業支援事業 

・電気通信主任技術者などの電気通

信に関わる資格制度の見直し検討

・採択件数、研修受講者数、

研修成果等 

・電気通信主任技術者などの電

気通信に関わる資格制度の見

直し検討状況 

平成１７年度 

 
 

 

 

ソ－２ 情報通信

利用による人材の

活性化 

 

 

地理的要因、年齢・身体的条件に基づ

くデジタル・ディバイドを解消し、情

報リテラシーを向上させ、就労機会を

創出 

・テレワーク・SOHO の普及のための

制度（財投）運用 

 

 

 

・年齢・障害面でのデジタル・ディ

バイド解消のためのＩＴ生きが

い・ふれあい支援センター施設の

整備 

・SOHO 関連公益法人のホームペ

ージへのアクセス数、SOHO 関

連公益法人の正会員数、融資

件数（相談件数を含む）、融資

金額、テレワーク人口 

・施設整備数、利用者数 

平成１７年度 

 
 

 ソ－３ 情報通信

利用の裾野の拡大 

 

インターネットアクセス機能の高度

化等を促進し、学校における情報通信

技術の利用の拡大 

 

 

・教育情報ナショナルセンターのネ

ットワーク機能の高度化、学校イ

ンターネットアクセス機能の高度

化、ネットワーク上の様々な学習

資源コンテンツの円滑な流通、効

率的なヘルプデスクの実現などの

研究開発の実施 

・大規模ネットワークを一元的に管

理・運用するため、必要となる設

備等を実運用の中で調査・検討し、

最適な運用モデルを創出するとと

もに、そのモデルを実現する技術

として全国に分散配置された設備

に関する故障を未然に防止するた

めの遠隔監視を実現するソフトウ

ェア技術開発の実施 

・特許申請件数等 

・論文発表回数 

・研究成果の活用状況、利用状

況 

平成１７年度 

 

 



 27 
 

 
項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
タ 市場の変化・技

術革新に対応した規

制改革等の一層の推

進 

タ－１ 電気通信

事業における公正

競争の促進及び利

用者利益の増進 

市場の変化に柔軟に対応し、電気通信

事業における更なる公正競争を促進

するための環境を整備することによ

り、利用者利益の増進を実現 

・情報通信審議会ＩＴ革命を推進す

るための電気通信事業における競

争政策の在り方についての第二次

答申及び最終答申並びに「情報通

信新時代のビジネスモデルと競争

環境整備の在り方に関する研究

会」報告書等における各種提言の

実現 

・電気通信事業の市場規模 

・電気通信事業者数の推移 

・ブロードバンド・インター

ネット加入者数の推移 

・電気通信サービスの料金の

低廉化の状況 

・アクセス手段の多様化の状

況 

等 

平成１７年度 

 

 

 タ－２ 電気通信

利用に関する施策

の推進 

国民による多様な通信サービスの選

択を可能とするとともに、電気通信ネ

ットワークを利用する際の利便性の

向上 

・電気通信番号に関する施策の推進

のための調査研究 

・電気通信番号に関する施策の推進

のための法令改正 

・電気通信番号に係る国民の利便性

等向上のための情報公開の推進 

 

 

・UIM カードの普及促進及び端末ポ

ータビリティー実現のための検

討 

・調査研究会における各種提

言の実現度 

・電気通信番号計画の策定及

び実施状況 

・報道発表及びホームページ

への情報掲載状況 

・国民の選択しうる通信手段

の増加の状況 

・検討の実施状況 

平成１８年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タ－３ 迅速な周

波数の再配分の実

現等による電波の

有効利用の推進（電

波の有効利用の促

進） 

公平性、透明性、迅速性等を確保した

最適な電波配分の実現を図ることに

より、国民の新たな電波利用ニーズに

対応 

・平成 14 年 4 月 26 日に成立した電

波の利用状況の調査、公表、評価

等を内容とする「電波法の一部を

改正する法律」に基づく各種施策

の実現、「電波有効利用政策研究

会」における電波の再配分ルール

の具体化等に係る検討及び当該

検討結果を踏まえた各種施策の

実現等 

・「e-Japan重点計画2002」、「規

制改革推進３か年計画（改

定）」等を踏まえた制度化及

び検討状況の進捗度 

・電波の実際の利用状況の調

査の結果に基づく評価の実

施状況 

平成１９年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

タ－４ 情報通信

ニュービジネスの

振興 

情報通信を利用したニュービジネス

を立ち上げることにより、国民の多様

なニーズに対応 

・情報通信ニュービジネスの振興の

ための制度（事業実施資金及び研

究開発に対する助成金の交付、出

資等）運用 

・助成対象事業数、支援事業

数、株式公開社数、特許等

出願数、創業率、新規起業

数、情報通信産業の就業者

数、情報通信産業の実績国

内生産額、融資制度に係る

投資額、（ニュービジネスに

よる）サービスの提供状況

平成１７年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 

チ－１ アプリケ

ーション及びコン

テンツの高度化の

ための研究開発の

推進 

大容量・高度化する情報（コンテンツ）

を、誰もが安全、確実、簡単に利用し

流通できる社会の実現 

・アプリケーション及びコンテンツ

の高度化のための研究開発の実施

平成１６年度 

 

 

チ－２ ネットワ

ークインフラの高

度化のための研究

開発の推進 

いつでも、どこでも、誰とでも、自由

で快適に情報のやりとりができる社

会の実現 

・ネットワークインフラの高度化の

ための研究開発の実施 

 

チ－３ 新技術の

シーズを創出する

基礎的・先端的研究

開発の推進 

科学技術を向上させ、将来の情報通信

技術に不可欠な技術を獲得するとと

もに国際競争における我が国の地位

の向上 

・我が国の先端的技術を進展させる

ための研究開発の実施 

・研究開発課題件数 

（新規・継続・終了ごと） 

・研究開発費 

・研究開発成果の評定結果 

・特許申請率 

（件数／研究費１億円） 

・被引用論文度 

（論文数／被引用論文数） 

・海外での受賞数 

・達成目標に資する主要な研究

成果 

・研究成果の応用状況、利用状

況 

 

チ 戦略的研究開発

の推進 

 

チ－４ （戦略的研

究開発を推進させ

るための）研究人材

育成や研究環境の

整備 

国際的に活躍する優秀な研究者を育

成・確保し、情報通信分野での国際協

力・国際貢献の実現 

・研究人材育成のための研究者の国

際的交流の推進 

・研究者の招へいや交流の件数

（人数） 

 

 

 

 

 チ－５ 情報通信

に関する標準化の

推進 

 

 

 

情報通信に関する標準化を推進する

ことにより、国民の情報通信利用が円

滑化することでその利便性を向上さ

せるとともに、我が国の技術水準を維

持・向上 

・光アクセス網、光伝達網等の情報

通信分野における標準化の推進 

・国際的な連携の強化 

・暗号技術検討会の開催による暗号

技術の評価及び標準化 

・情報通信分野における標準の

形成状況 

・国際的な連携に係る会合の開

催状況 

・暗号技術検討会の開催状況、

検討会の成果及び標準化の状

況 

平成１７年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
ツ デジタル・ディ

バイドの解消 

 

 

ツ－１ 民放テレ

ビ・ラジオ放送の難

視聴等の解消 

 

地域住民の利便性を向上させるとと

もに、情報に関する地域格差を解消 

・民放テレビ・ラジオ放送の難視聴

等解消のための、民放テレビ・ラ

ジオ放送難視聴等解消施設の整備

・実施事業数、難視聴解消世

帯数、受信改善世帯数 

平成１７年度 

 

 

 ツ－２ 電波利用

環境の整備（移動鉄

塔） 

過疎地等において移動通信が利用で

きるようにすることによる、地域住民

等の利便性の向上 

・電波利用環境の整備のための移動

通信用鉄塔施設の整備等 

・整備率 

・利用可能世帯数 

平成１５年度 
 
 

 ツ－３ 地域にお

ける公共サービス

の情報化の推進 

過疎地等において公共情報の入手や

インターネットを誰もが自由に利用

できるようになることによる、地域住

民の利便性の向上 

・地域における公共サービスの情報

化推進のための地域インターネッ

ト導入促進 

・実施事業数、アクセス数 平成１７年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ツ－４ 情報バリ

アフリー環境の整

備 

 

 

高齢者・障害者の情報通信利用の促進 ・放送を通じた情報アクセスの機会

の均等化のための字幕番組・解説

番組等の制作促進 

 

・年齢・障害面でのデジタル・ディ

バイド解消のための、ＩＴ生きが

い・ふれあい支援センター施設の

整備、高齢者・障害者向け通信・

放送サービス充実研究開発助成、

身体障害者向け通信・放送役務提

供・開発推進助成の実施 

・助成対象の字幕番組・解説番

組等制作本数、字幕付与可能

な総放送時間に占める字幕放

送時間の割合 

 

・施設整備数、利用者数（ＩＴ

生きがい・ふれあい支援セン

ター施設整備） 

・助成件数、実用化の状況（高

齢者・障害者向け通信・放送

サービス充実研究開発助成）

・助成件数、サービスの内容（身

体障害者向け通信・放送役務

提供・開発推進助成） 

平成１７年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
テ 情報通信分野に

おける国際的な協調

の推進 

 

 

 

テ－１ 二国間・多

国間等の枠組みに

よる国際的な課題

を解決するための

協調及び貢献 

 

 

情報通信に関する各国間や国際機関

等での政策協調を推進することによ

り、我が国の情報通信行政の国際理解

を図るとともに、国際的デジタル・デ

ィバイドを解消し、グローバルな情報

通信ネットワーク社会を実現 

・二国間定期協議、政策対話 

 

・国際機関等の枠組みにおける国際

調整 

 

・ＩＴ政策・制度支援ネットワーク

の構築 

 

・アジア・ブロードバンド計画の推

進 

 

 

・国際的デジタル・ディバイド解消

のための接続実験 

 

 

 

 

・ＩＴＵ活動への支援のための国際

調整 

・会議の開催状況及び成果 

 

・会議の開催状況及び成果 

 

 

・アジア諸国からのアクセス

状況 

 

・研究会の開催状況及び成果 

 

 

 

・実験実施手法、国際間マル

チキャスト配信の通信状

況、メタ情報の統合及び管

理運用状況、多言語間の検

索閲覧状況 

 

・会合の準備への進捗状況、

準備会合の開催状況及び成

果 

平成１６年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
国民一人一人が主権者としての

強い自覚と高い政治意識を持って選

挙に積極的に参加することができる

よう選挙啓発を推進 

 

・国内外の有権者に対する広報 
・指導者の養成及び研修 
・企画調査研究 
 
 

○投票率 
○検挙件数・人員 
○在外選挙人名簿登録者数 
○在外投票者数 
 

ト  選挙制度の適
切な運用 
 

ト－１ 選挙制度の適切
な運用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国政選挙事務の円滑な管理執行等 ・国政選挙事務の円滑な管理執行 
・選挙事務への電子機器の導入促進 
・地方選挙における電磁的記録式投

票の実施の支援 
・段差のある投票所へのスロープ設

置の推進等 

○電子機器導入団体数 
○電磁的記録式投票実施団 
  体数 
○スロープ等の設置率 

平成１７年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
ナ 安定した郵政サ

ービスの確保 

 

 

 

 

 

ナ－１ ユニバー

サルサービスの提

供 

 

 

・全国の市町村に張り巡らされた郵便

局ネットワークを通じて、郵便・為

替貯金及び簡易生命保険の各サー

ビスを国民利用者へあまねく公平

に提供 

・郵政事業庁が達成すべき目標の設

定と実績評価 

 

 

 

・信書の送達の役務の日本全国にお

けるあまねく公平な提供を確保

しつつ、民間事業者による信書の

送達の事業への参入を可能とす

るための法令の整備 

・郵便局配置空白市町村数 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１５年度 

 ナ－２ 健全な事

業財政の確保 

 

 

 

 

 

・郵便事業 

 健全な事業財政の確保 

（郵便事業の収支率は 99.9％以下） 

 

・為替貯金事業 

 累積黒字の確保 

（郵便貯金事業の単年度黒字は

12,282 億円以上） 

 

・簡易生命保険事業 

 健全経営の確保 

（責任準備金積立率は 100％を維持）

 

・郵政事業庁が達成すべき目標の設

定と実績評価 

             

・費用の削減、収益の増大のための

措置 

 

 

・収益及び費用の管理 

 

 

 

 

・保険料収入及び事業費等の管理 

 

 

・独立採算制の下、自律的・弾力的

な経営を可能とする日本郵政公

社を設立するための法令の整備 

 

 

 

・郵便事業の収支率  

  

 

 

・郵便貯金事業の損益 

  

 

 

 

・責任準備金積立率 

  

 

 

 

平成１５年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
 ナ－３ 利用者利

便の向上 

 

 

・サービスの改善・向上により、利用

者利便の向上 

 

 

・郵政事業庁が達成すべき目標の設

定と実績評価 

・利用者利便向上のための法令改正

等 

 
・独立採算制の下、自律的・弾力的

な経営を可能とする日本郵政公

社を設立するための法令の整備 
・信書の送達の役務の日本全国に

おけるあまねく公平な提供を確

保しつつ、利用者の選択の機会の

拡大を図るための法令の整備 
 

・取扱郵便局数、取扱数 

 

 

 

平成１５年度 
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項  目 政  策 達成目標  （ｱｳﾄｶﾑ） 業 務  （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） 指   標 政策の実績を総括する時期 

 

ニ－１ 消防の対応力（防災力）

の強化 

火災による被害の軽減及

び大規模災害等による被

害の軽減   

・消防力（消防施設及び消防設備）

の整備の推進 

・消防防災分野におけるＩＴ化の

推進 
・緊急消防援助隊の体制整備 

・市町村の消防施設・人員等の目標

達成率（救急車を除く） 
・消防庁防災情報システムの接続団

体数 

・緊急消防援助隊の登録隊数、資機

材の整備数 

平成１８年度 

ニ－２ 火災予防対策の推進 

 

 

 

火災による被害の軽減及 

び危険物事故による被害 

の軽減 

 

 

 

・小規模雑居ビルの違反是正の推

進 
・住宅防火対策の推進 
・放火火災予防対策の推進 

・危険物事故対策の推進 

・小規模雑居ビルの消防法令違反率

・火災発生件数、死者数 

・放火火災の発生件数 

・危険物事故の発生件数、発生率及

び損害額 

・危険物施設に係る命令の是正率 

平成１８年度 

 

ニ－３ 災害に強いまちづくり

の推進 

 

 

 

 

災害による被害の軽減 ・消防防災施設整備の推進（耐震

性貯水槽） 

・消防防災設備整備の推進（防災

無線） 

・地域の防災基盤の整備促進 

・地域防災計画の見直しの推進 

・耐震性貯水槽の整備率 

 
・防災行政無線の整備率 
 
・公共公用施設の耐震化率 
・地域防災計画の修正率 

平成１８年度 

ニ 消防防災体制の

充実強化 

 

 

 

ニ－４ 救急業務の充実・高度

化 

 

 

救命率の向上 ・応急手当の高度化の推進 

・救急救命士制度の充実と救急救

命士の養成 

・救急隊員の教育訓練を充実 

・消防・防災ヘリコプターを積極

的に活用 

・救急資機材の整備 

・救急救命士の処置範囲の拡大と 

搬送された患者の救命率 

・救急救命士の数 

・教育訓練を受けた救急隊員の数 

・消防・防災ヘリコプターの救急出

動件数 

・救急資機材の整備状況 

平成１８年度 
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項 目 政 策 達成目標 業   務 指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す
る時期 

・統計法及び統計報告調整法に基づ

く、指定統計調査及び承認統計調

査についての的確な審査の実施 

・指定統計調査及び承認統

計調査に係る承認件数 

・主な改善事例 

平成 18 年度 ヌ－１ 社会・経済の実

態を的確に把握した統

計調査の実施 

社会・経済の変化に対応した統計調

査等の実施に向けた的確な調整 

 

・産業連関表等加工統計及び統計分

類の整備 

・産業連関表を作成するた

めの会議の開催状況 

・統計分類、経済指標の調

整のための会議の開催状

況 

 

 

ヌ－２ 国・地方が共同

で行う統計調査の円滑

かつ効率的な実施 

国・地方が共同で行う統計調査の効

果的・効率的な実施体制の確保 

 

・地方統計主管組織への支援 

統計専任職員制度の的確な実施 

地方統計職員業務研修への支援 

 

統計調査員確保対策事業の実施

等 

・統計専任職員制度関係業

務指導等の実施状況 

・地方統計職員業務研修の

開催状況 

・登録基準数に対する登録

調査員数の推移 

・登録調査員研修の開催状

況 

平成 18 年度 

 

 

 

ヌ 統計行政の推

進 

 

 

  

ヌ－３ 官庁統計に対

する国民の協力の確保 

官庁統計に対する国民の協力の確

保のための統計普及事業等の的確

な実施 

・各府省・地方公共団体等の協力を

得て行う統計普及事業等の的確

な実施 
 
・負担軽減対策等の的確な実施 
 

 

・各府省、地方公共団体に

おける関連事業実施状況 
・その他「統計の日」の広

報活動の実施状況 

・母集団データベースを利

用した調査数 

・その他負担軽減対策の実

施状況 

平成 18 年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 

 ヌ－４ 統計に関する

国際協力の推進 

国際協力のための関係府省の統括

及び国際的な要請への的確な対応、

情報の提供 

・国際機関等からの情報提供要請へ

の対応 
・国際会議への的確な対応 
 
・その他国際協力に関する事項の的

確な実施 

・国際機関等からの照会対

応件数 

・各府省横断的な統計関係

国際会議への出席状況 

・その他国際協力に関する

事項の実施状況 

平成 18 年度 

 ヌ－５ 国勢の基本に

関する統計の作成・提供

社会･経済の変化及び統計需要への

的確な対応 

 

・統計需要に的確に対応した統計の

作成 

・新たな統計調査の実施状

況 

・調査事項・項目の充実の

状況 

・集計内容・事項の充実の

状況 

・国際的基準を踏まえた統

計の整備状況 

・結果公表の迅速性確保の

状況 

・利用者のニーズ等の把握

のための研究会等開催状

況 

平成 18 年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 

統計調査の円滑かつ効率的な実施

及び統計の信頼性の確保 

 

・効率的な調査方法等の導入の推進

 

 

・統計調査の実施の円滑化 

 

 

・調査客体及び利用者に対する情報

開示・広報の推進 

・効率的な調査方法等の導

入の状況 

・情報通信技術の導入状況

・統計調査の円滑化を図る

ための各種施策の実施状

況 

・情報開示・広報に関する

施策の実施状況 

  

統計情報の的確な提供 ・統計情報の的確な提供及びユーザ

ーの利便性の向上のための基盤整

備及びシステムの運用 

・各府省共同利用型ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ

ｽの整備・運用状況 
・統計局・統計ｾﾝﾀｰと都道

府県とのﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑの整

備・運用状況 
・一般利用者向けｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｲ

ﾄの整備・運用状況 
・統計所在源情報の提供状

況 
・総合統計書の刊行状況 
・各府省、一般利用者から

の統計情報の提供及び利

用に係る意見等の反映状

況 
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項  目 政  策 達 成 目 標 業  務 指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
ネ－１ 恩給年額の適

正な改定 
物価、公務員給与等の状況を総合的

に勘案した恩給年額の適正化 
・恩給年額の改定 
恩給関係法令の制定、改廃 
恩給制度等に関する調査の実施

（受給者等の生活状況、要望の把

握のための調査、他の制度に関す

る調査） 

・恩給制度内バランス等を

考慮した恩給改善措置予

算案の作成 
・恩給法改正法の成立 
 

平成１８年度 

 

 

受給者等の恩給に対する理解の向

上 
・相談業務の実施 
相談会等の開催 
相談室における面談・電話相談の

実施 
広報資料の作成 

・相談会等の開催回数、参

加者数 
・恩給相談件数 
・広報資料の配布部数 

ネ 恩給行政の推

進 
 
 

ネ－２ 受給者等に対

するサービスの向上 

受給者等の負担軽減 ・恩給の申請・届出等手続き等に関

する見直し 
恩給の申請・届出等手続きの電子

化の推進（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ申請・届出手

続の整備、住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸの

活用） 

・電子化に係る法令の整備

状況 
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ申請・届出件数 
・住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸの活

用件数 
 

平成１８年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
旧日本赤十字社救護看護婦等に対

し、慰労給付金の支給等を行い、そ

の労苦に報いること。 

 

・慰労給付金に係る補助金の交付

等 

 

 

・慰労給付金支給実績 

・書状贈呈実績 

 

 

ノ 旧日本赤十

字社救護看護婦

等処遇事業等の

実施 

ノ－１ 旧日本赤十字

社救護看護婦等の処遇

等に関する事業の推進 

一般戦災に係る調査、普及啓発等に

より、死没者の慰霊に資すること。

・一般戦災死没者慰霊事業の委託 ・一般戦災に係る啓発資料

等の作成、配布実績及び展

示会開催実績 

平成 18 年度 
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項  目 政   策 達 成 目 標 業    務     指標（又は参考となる指標） 政策の実績を総括す

る時期 
ハ 日本学術会

議活動計画の実

施 
 
 
 
 

ハ－１ 日本学術会議

活動計画に示された課

題の円滑かつ重点的な

推進 
 
 

日本学術会議第 18 期活動計画に示
された課題を円滑かつ重点的に推

進することにより、我が国の科学の

向上発達を図り行政、産業及び国民

生活に科学を反映浸透させること 

・日本学術会議第 18期活動計画に
示された次の課題等の推進 
①「人類的課題解決のための日

本の計画の提案」 
②「学術の状況並びに学術と社

会との関係に依拠する新しい

学術体系の提案」 
③「日本学術会議の在り方の取

りまとめ」 
④その他①～③以外（広報活動

の推進、国際活動の推進） 

①～④の進捗状況について

の運営審議会附置第 18期評
価委員会の評価結果 

 

 

 

 

平成 15 年度 

 

 

 

 


